
新潟市各種検診無料受診券交付要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、新潟市が実施する各種検診事業における受診者の自己負担金を免除

する無料受診券の交付について必要な事項を定める。 

 （定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１）「各種検診」とは、以下の実施要領に基づき実施する検診等をいう。 

 ① 新潟市国民健康保険特定健康診査等実施要領 

 ② 新潟市胃がん施設検診実施要領 

③ 新潟市胃がん集団検診実施要領 

④ 新潟市大腸がん施設検診実施要領 

⑤ 新潟市大腸がん集団検診実施要領 

⑥ 新潟市前立腺がん施設検診実施要領 

⑦ 新潟市前立腺がん集団検診実施要領 

⑧ 新潟市子宮頸がん施設検診実施要領 

⑨ 新潟市子宮頸がん集団検診実施要領 

⑩ 新潟市乳がん施設検診実施要領 

⑪ 新潟市乳がん集団検診実施要領 

⑫ 新潟市肺がん（結核）集団検診実施要領 

 ⑬ 新潟市ピロリ菌検査（施設）実施要領 

⑭ 新潟市ピロリ菌検査（集団）実施要領 

⑮ 新潟市成人歯科健診実施要領 

（２）「自己負担金」とは、前号の各実施要領に定める一部負担金又は一部負担額（精

密検査及び生検等にかかる費用を除く。）をいう。 

（３）「無料受診券」とは、各種検診を受診する際に受診券と併せて提出することで自

己負担金の免除を受けられる、成人歯科健診を除く検診等に対応する別記様式第１号

及び成人歯科健診に対応する別記様式第２号の文書をいう。 

（４）「市民税非課税世帯に属する者」とは、無料受診券の交付申請日において新潟市

に住民票がある者で、かつ、世帯構成者全員が受診年度（４月１日から６月３０日ま

での間は、その前年度）の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町

村民税が課されていない世帯に属する者をいう。 

（交付申請） 

第３条 市民税非課税世帯に属する者のうち無料受診券の交付を希望する者（以下「申請

者」という。）は、受診予定日の原則２週間前までに新潟市各種検診無料受診券交付申



請書（別記様式第３号）により、各区役所健康福祉課に直接又は郵送で申請しなければ

ならない。その際、各区役所健康福祉課に直接申請する場合は本人確認書類を提示し、

郵送で申請する場合は本人確認書類の写しを添付するものとする。ただし、受診予定日

が４月の場合は、同年３月２０日以降に申請できるものとする。 

（代理人による交付申請） 

第４条 申請者に代わり、代理人が前条の規定による交付申請を行う際には、交付申請書

により代理人を定めることを明らかにするものとする。その際、各区役所健康福祉課に

直接申請する場合は公的身分証明書等代理人の本人確認書類及び申請者本人の本人確認

書類を提示し、郵送で申請する場合は公的身分証明書等代理人の本人確認書類の写し及

び申請者本人の本人確認書類の写しを提出するものとする。 

（交付決定） 

第５条 市長は、第３条の規定により提出された交付申請書を受理したときは、速やかに

内容を確認し審査のうえ、無料受診券の交付を決定し、当該申請者に対し無料受診券を

交付する。ただし、内容に疑義が生じる場合には、本市から当該申請者又は代理人に対

して、必要な説明を求めるものとする。 

２ 前項の審査において、当該申請者が市民税非課税世帯に属する者と認められない場合

又は当該申請者若しくは代理人が非協力的若しくは消極的であり、内容の確認ができな

い場合は、不交付決定とし、各種検診無料受診券不交付決定通知書（別記様式第４号）

により通知するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第６条 市長は、無料受診券の交付を受けた者が、交付申請書に事実と異なる虚偽の記載

をし、その不正な行為によって自己負担金の免除を受けたことが判明した場合は、交付

決定を取り消し、すでに免除した自己負担金を受診した医療機関に支払うよう求めるも

のとする。 

 （その他） 

第７条 その他、この要領の実施のために必要な事項は市長が別に定める。 

   附 則 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 


